




In Search of a New Prospect of Recurrent In-service Training 
for Japanese Teachers of English




In-service teacher training has been one of the crucial issues in 
order to improve the quality of education in Japan．Despite the time 
and energy expended both by the Ministry of Education and the local 
boards of education, adequate improvement has not been attained．
It is suggested that a new paradigm shift should be needed from the 
convention of dispatching limited number of Japanese teachers of 
English (JTE) mainly to English-speaking countries to a new approach 
of training far more numbers of JTEs in educational institutions in other 
Asian countries． JTEs will be able to share an opportunity to discuss 
challenges of their educational concerns on the basis of the same 
commonalities together with their counterpart teachers residing in some 
other Asian countries．Since Asian countries have experienced rapid 
development of pluriculturalism and plurilingualism just as in Europe and 
the USA, there exist major advantages in holding international recurrent 
training programs for in-service English teachers in Asia: language 
teachers’ raising awareness of diversified cultures and languages in 
Asian neighboring countries, reasonably lowering cost for conducing in-
service training programs, and JTEs’ liberation from the metal constraint 
of conforming to linguistic norms which non-native English speaking 
teachers are inevitably constrained by. The implementation of this new 
type of teacher training should be realized through mutual cooperation 
among the ministers of education in Asian, particularly in terms of 


















































































































































ち出された。2008 年には「平成 20 年度学習指導要領の改訂」が行われ、それ
までの「脱ゆとりから脱却」の取り組む新方針が示され、教科横断的な言語活
























年に非白人が 6,800 万人を突破し、総人口の 20％を占めている。また、白人の
出生率が非白人を下回ってきたことから、2024 年には白人人口はピークを迎え、
それ以降は下降し、今世紀中盤には有色人種が白人人口を超えるという推計が








20 世 紀 中 盤 に 入 る と、 連 邦 法 の「 移 民・ 帰 化 法 」（Immigration and 
Nationality Act, 1952）の改正が行われ、カリフォルニア州でも「人種による土
地所有・賃借制限法」(Alien Land Laws, 1956) の撤廃に踏み切った。また、米国・
ソ連関係の冷戦中に起こった 1957 年のソビエトが人工衛星スプートニック 1
号の打ち上げに成功の “ スプートニック・ショック ” に衝撃を受けて、米国は
「国防教育法」（National Defense Education Act, 1958）により、科学技術教育
のみならず外国語教育や地域研究も大幅な予算が割かれた。さらに、「公民権法」
（Civil Rights Act, 1964）の制定と移民法」（Immigration Act, 1965）の改正を
断行し、英語を母語としない少数民族が自分の母語で教育を受ける権利が認め
られた。その後も、連邦法の「バイリンガル教育法」（Bilingual Education Act, 
1968）の制定で、州によってはマイノリティでも母語によって公教育が受けら
れることが可能になった。しかし、その後もこの連邦政府の方針に関して、積
極的支持と消極的支持の間で揺れる “ 振り子現象 ” が見られ、1974 年、1978
年、1984 年、1988 年、1994 年に「バイリンガル教育法」の改正が行われた
が、その間にこの教育法に関連する助成は増加傾向にあった（Osorio-O’Dea et 
al., 2000）。
　一方、1983 年に実施された「国際数学・理科教育動向調査」（Trends in 




至上命令」（A Nation at Risk: The Imperative for Educational Reform, 1983）を
発表し、「基本に立ち返る」（Back to Basics）の教育改革に取り組むことになっ




第 41 代 George H.W. ブッシュ大統領は、「全米教育目標」（National Edu- 
cation Performance goals, 1989）の達成戦略として 2000 年までに達成すべき
教育目標「2000 年のアメリカ」（America 2000）を制定し、各州は教育スタン
ダードの設定と学力テストの実施を求めた（New York State Archives, 2000）。 
続く第 42 代 Bill クリントン大統領は 1994 年に教育改革に関する最初の連邦法
である「2000 年の目標：アメリカ教育法」（Goals 2000: Educate America Act, 
1994）を成立させた（National Education Goals Panel, 1999）。この連邦法は、
第２外国語を含めて２言語以上の能力を持つ生徒の割合を増加させることを目
標の１つにしている。それに符号して従来の「初等中等教育法」(Elementary 
and Secondary Education Act) を修正し、外国語学習を「国家の経済競争と安
全保障に不可欠（crucial to our nation’s economic competiveness and national 
security）」と位置づけた「アメリカ学校改善法」（Improving America’s School 
Act,1994）を制定した（U.S. GovTrack,1994）。しかし、結果は「全米教育目
標」の達成や学力の向上の改善には繋がらなかった（松尾 , 2010）。21 世紀に
入り第 43 代 George W. ブッシュ大統領の政権下では、「初等中等教育法」の改
正となる「落ちこぼれ防止法」（No Child Left Behind Act, 2001）の成立を果た
すことになる（U.S. Department of Education, 2001）。翌 2002 年からこれが施
行され新たな教育改革の取り組みが行われた。また同年には「教育科学改革法
2002」（Education Sciences Reform Act of 2002）を制定し、連邦政府教育省の















Native Hawaiians, Native American Pacific Islanders）の言語・文化の尊重と保
護を推進する「ネイティブ・アメリカン言語法」（Native American Languages 




家安全保障言語構想」（National Security Language Initiative Act, 2006）が打ち
出され、米国の外国語教育の在り方に強い影響力を及ぼすようになり、その構
想に係わる 3 つの重点目標が発表された（U.S. Department of State, 2006）。
① 重点言語を学習する米国人の数の拡大と低年齢からの外国語教育の開始：
 「外国語教育支援プログラム（Foreign Language Assistance Program）」
 等への支出拡充
② 重点言語を中心とする上級レベルの外国語修得者の拡大：「国家語学フ
 ラグシップ・インシアティブ（National Flagship Language Initiative）」
 等への予算増額
③ 外国語教員の数およびこれら教員のリソースの拡大：「国家言語サービス
 部隊（National Language Service Corps）」や「全米遠隔教育 e- ラー
















して「全米教育専門職基準委員会」（National Board for Professional Teaching 
Standards: NBTS）が 1987 年に設立された（NBTS,2012）。また、1995 年には
「全米教師教育資格認定協議会」（National Council for Accreditation of Teacher 
Education: NCATE）が教師資格認定基準の全面的に見直しを行った。この機関





おける 20 基準と 69 指標を発表した。1999 年には、「全米外国語教育協会」
（American Council on the Teaching of Foreign Languages: ACTFL）が、連邦教
育省国際調査研究に関する助成金を受け、各種の言語に応用可能な汎言語的 10
段階の会話能力テストを開発し、オリジナル版 (1986 年版 )「言語運用能力基準」
（ACTFL Proficiency Guidelines － Speaking）の改訂版である「ACTFL － OPI（Oral 








とどまらず戦争再発防止を目指して 1993 年に「ヨーロッパ連合」（European 




は早くも 1949 年にはフランスのストラスブールに「欧州評議会」（Council of 
Europe: CoE）が設置された。外国語教育を平和教育の重要な手段として位置づ
けて、「欧州文化協定」（European Cultural Co-operation,1954）の締結と「言
語政策部局」（Language Policy Division[ 後に Unit と改称 ], 1957）が開設され











こ の 計 画 は、EU の 執 行 機 関 で あ る ヨ ー ロ ッ パ 委 員 会（European 








報技術の支援（Minerva 計画）」。2006 年までの実績としては、大学教員約 3 万人、




の下に 2013 年まで継続される（European Commission,　2011）。
●「レオナルド・ダ・ヴィンチ計画」（Leonardo da Vinci Programme）
1995 年にヨーロッパ委員会で開始された「職業訓練の生涯学習プログラム」
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(Lifelong Learning Programme for Vocational Education and Training) の一環と
して位置づけられている。主に労働者の技術研修や国際交流・連携及び外国語
研修の支援を行う（European Commission, 2012）。
これら 2 つのコア改革構想以外にも 4 つのプログラムが導入されている：
「ユース計画」（Youth Programme）青少年に関する短期交換留学や他分野での
ボランティア活動支援、「テンパス計画」（Tempus Programme）：UE 以外の大











1997）。翌 1990 年には、外国語学習の早期開始を打ち出し、EU 加盟の 12 ヶ
国の生徒は中等教育卒業時までに「母語以外に 2 言語の運用能力」（work- ing 
knowledge of two foreign languages）を習得することを目標とする言語政策が
実施された。その 2 つの外国語のうち 1 言語は ｢広範に使用されておらず、か




パ地域言語及び少数言語に関する欧州憲章」（European Charter for Regional or 




21 世紀を迎えたのを契機に EU と欧州評議会は、2001 年を「欧州言語










る（All are entitled to develop a degree of communicative ability in a number 
of languages over their lifetime in accordance with their needs.）
・言語の多様性（linguistic diversity）：ヨーロッパは多言語で成り立っており、
個々の言語はすべて意思伝達及び表現手段として同等の価値を有し、欧州評
議会協定は市民が自らの言語を使用し学ぶ権利を保障する（Europe is multi- 
lingual and all its languages are equally valuable modes of communication 
and expressions of identity; the right to use and to learn one’s language(s) is 
protected in Council of Europe Conventions.）
・相互理解力（Mutual Understanding）：他言語を学ぶ機会は、異文化間にお
けるコミュニケーションと文化的差異の受容のための必須条件である（The 
opportunity to learn other languages is an essential condition for inter- 
cultural communication and acceptance of cultural differences.）
・ 民 主 的 市 民 権（Democratic Citizenship）： 市 民 の 複 言 語 能 力 は、 多 言 語
社会で展開される民主的かつ社会的プロセスに参加することを促進する
（Participation in democratic and social processes in multilingual societies is 
facilitated by the plurilingual competence of individuals.）
・社会的結束性（Social Cohesion）: 個人の成長、教育、雇用、移動、情報入手
及び文化的豊かさに対する機会の均等性は、市民が生涯にわたって言語学
習に取り組めるかにより決定される（Equality of opportunity for personal 
development, education, employment, mobility, access to information and 
cultural enrichment depends on access to language learning throughout life.）
複言語主義、言語の多様性、相互理解力、民主的市民権、社会的結束性の基
本理念を言語教育に反映すべく欧州評議会が刊行したのが『外国語の学習、教
授、評価のためのヨーロッパ言語共通参照枠（Common European Framework 
for Languages: Learning, teaching, assessment: CEFR, 2001）であり、それを
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実行するために「ヨーロッパ現代語センター」（European Center for Modern 
Languages：ECML）が設立された（Council of Europe, 2012d）。
このセンターの具体的な活動は、欧州の言語教育政策を推進し、加盟国間の
移動と言語 ･ 文化教育を促進することを目的として、CEFR の理念を実行する
教育的ツールとして考案されたのが、「欧州言語ポートフォリオ」（European 
Language Portfolio: ELP）である（Council of Europe, 2011a）。ヨーロッパ各
地において言語学習・異文化学習に使用されており、学習者の年令、学習環
境、学習目的に応じて数多くの ELP が開発された。2000 年から 2010 年まで
に、欧州評議会加盟 33 ヵ国により 118 にも及ぶ ELP が開発され「欧州言語ポー
トフォリオ認可委員会」（European Language Portfolio Validation Committee: 





了時の就職活用に利用されている（Little et al., 2011）。特筆すべきは「言語パ
スポート」は、EU 圏の国境を越えて就業活動をするに必要な証明となる「欧州
パスポート」（Europass）としても利用されている。この ELP は、1999 年にイ
タリアのボローニャで採択され、欧州 29 ヵ国で開始された大学教育改革であ
る「ボローニア・プロセス」（Bologna Process）の「欧州内大学単位認定制度」







for Language Teacher Education － A Frame of Reference Final Report: EPLTE 
2004）である（Kelly et al., 2004）。さらに、これらの CEFR や EPLTE を踏ま
えて、ECML では「ヨーロッパ言語教育履修生のためのヨーロッパポートフォ







































いる。この実数は 40 年前の 1970 年における訪日外国人の約 10 倍、出国した
日本人の約 25 倍に膨らんでいる（政府観光局 , 2012）。
学校教育で行われている外国語教育に目を転じると、中等教育段階において、
英語以外の第 2 外国語を開設している学校も近年増加しつつあるが、その総数




になっている。履修者総数は 43,818 名である 2009 度全国高校生約 330 万の















3 次答申では、変化の時代を生きる 21 世紀の時代に「今後特に教員に求められ
る具体的な能力」としては次の 3 点にまとめられている（文科省 , 1999）。
（１）地球的視野に立って行動するための資質能力：地球、国家、人間等に関す








































研修に加え、自治体の裁量により 3 年目研修、5 年目研修、7 年目研修といっ
た様々な公的研修が実施されている。しかし、現実には、実施内容は各教育委
































ましい手本」とする “ よりどころ ” から抜け出るには言語との多くの格闘と経験
が必要となる。不完全ながらでも自分なりの非母語話者としての英語に関する















3.3.2. 　Outer Circle 話者同士による lingua franca 使用の意義




































































































加盟国（11 ヵ国）にも準加盟国（7 ヵ国）に加わっておらず、SEAMEO の理事













University of Singapore）や国立教育研究所（National Institute of Education: 
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NIE）、「教育改革センター」が置かれているフィリピンの首都マニラのデ・ラ・

































2003 年 3 月に策定した「『英語が使える日本人』の育成のための行動計画」に
おいて示した各種目標の達成情況を把握するために、2005 年度に実施した
「英語教育改善実施状況調査」の結果では、国内研修に参加した中学校教員は
10,805 人、高等学校教員は 3,479 人であるが、一方海外研修に参加した中学




2008 年度 44 人、2009 年度 32 人、2010 年度 36 人の実績が報告されている（文
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